
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（注）１　人件費とは職員の給料、職員手当及び共済費等をいう。

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　

(3) 特記事項

1、　日当手当は、平成１７年度より凍結している。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

      ２　職員数は、２２年４月１日現在の人数である。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　　　　　　　　　％

17.2

千円

833,153 5,508

（参考）類似団体平均

期末・勤勉手当

千円

199,025

　　　　　千円

　　　３　職員給与費は、一般職の職員に支給する給料及び職員手当（退職手当を除く）をいう。

　　　　　　Ｂ

人 件 費 率

62,348

千円

5,518

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

151 571,690

職員数

　　　　　　％

歳 出 額 実 質 収 支

　　　　　　Ａ

1,305,138

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

人 件 費

別紙３

区分

人　

住民基本台帳人口

　（22年度末）

上里町の給与・定員管理等について

（参考）

Ｂ／Ａ 22年度の人件費率

区分

15.5

22年度 　　　　　　千円　　　　　千円

30,643 8,440,304

　　　　　千円

509,240

22年度 千円 千円

     A 給　 料 職員手当  H22一人当たり給与費　　計　B　 給与費 B/A

94.0 94.2 93.5 

97.3 

95.0 95.3

90.0

95.0

100.0

105.0

上里町 類似団体平均 全国町平均

（例）

H18

H23

H18

H18
H23H23
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(5) 給与改定の状況
①月 例 給

A B
円 円 円 ％

②特 別 給

A B
月 月 月 月

２　一般行政職給料表の状況（２３年４月１日現在）

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２３年４月１日現在）
　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

区分 国の改定率

355,214

401,847449,607

327,205 -

月

民間給与 勧　告公務員給与

0.00

％

(注）｢民間給与｣｢公務員給与｣は、人事委員会勧告において公民の4月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額

月

区　　分 平均給与月額平均給与月額

人 事 委 員 会 の 勧 告

（参考）

国の年間
支給月数

％

A　-　B （改定月数）

人 事 委 員 会 の 勧 告

給与改定率

(注）｢民間の支給割合｣は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、｢公務員の支給月数｣
は     期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

平均給料月額

22年度

２級 ３級 ４級

289,200

A　-　B （改定率）

（参考）
勧　告

年間支給月数

較　差

△0.2322年度

公務員の支給月数

379,417

較　差

3.95

354,353

369,777331,800

（国ベース）

319,482

５級

区分 民間の支給割合

平均年齢

397,723

類似団体

１級

44.2

１号給の
給与月額

346,82143.1

44.0

上里町

埼玉県

410,100367,000

261,900

428,500

320,600

国 42.3

６級

135,600

243,700 309,200

185,800 222,900

455,800最高号給の
給料月額
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　　②技能労務職

区 分

  平均年齢

4 人 円 円 円

うち事務補助員 2 人 円 円 円

2 人 円 円 円

人 円 円 円

人 円 円 円

19 人 円 円 円

民　　　　間

対応する民間の類似職種 　平均給与月額（B） A/B

円

　　 - 歳 円

参　　考

区　　分

公務員（C) 民間（D) 　　　C/D

- -

うち事務補助員 - -

- -

（2) 職員の初任給の状況（２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

267,450

-

-

285,185

-

295,456

参　　考

267,450

　　上　里　町

-

国

　　　類 似　団　体

児童厚生員

事務補助員

　　　　　　　　　年収ベース（試算値）の比較

-

52.0

259,050

249,650 250,650253,852

260,051

　　　　―  　　　  円高　校　卒 123,400

埼玉県

平均給与月額（A)平均給料月額 平均給与月額（国ベース）

　　　上　里　町

-

249,150

249,403

うち児童厚生員

53.8

37.0

上里町

（注）１　｢平均給料月額｣とは、平成22年4月1日現在における各種ごとの職員の基本給の平均である。

　2　　｢平均給与月額｣とは、給料月額と毎月支払われた扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの
すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものであ。ま
た、｢平均給与月額（国ベース）｣は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特種勤務手当等の手当が
含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

※民間データーは、賃金構造統計調査において公表されている技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあた
り、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものでない。年収ベースの「公務員（C)及
び「民間（D)」のデーターは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給され

た期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

国区　　　　　分

146,700技能労務職

うち児童厚生員

公　　 務　 員

-

一般行政職 大　学　卒

高　校　卒

172,200

149,800

178,800

144,500

178,800

140,100

平均年齢

-

- - -

-

- -

-

-

418,408

　   -   歳

274,30449.7

361,684523

-

職員数

400,573

44.5

　埼　玉　県

上　里　町

　埼　玉　県

　　　類 似　団　体 -

国
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（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２３年４月１日現在）

  

44.0

15.3

人

％

15.3

3

人

人

人

％

18

（注）１　上里町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

％

2.5

52

9

％

295,400

18

18

職員数

221,000

人

構成比

％

５　級 課長補佐の職務

４　級

２　級

３　級

主事及び技師「に相当する職務

係長又はこれに相当する職務

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

経験年数 20 年

328,600

％

大　学　卒

区　　　　分

一般行政職

169,800

経験年数 15 年

287,500

244,900高　校　卒

経験年数 10 年

区　　分

技能労務職

標準的な職務内容

主任の職務

主事及び技師補に相当する職務１　級
7.6

課長及び課付け参事の職務
15.3

207,000

237,500

195,100

人
６　級

１級

7.6%
１級

2.5%

１級

3.9%

２級

2.5%
２級

6.8%
２級

7.7%

３級

44.0%
３級

41.5%

３級

41.1%

４級

15.3%

４級

22.0%
４級

17.8%

５級

15.3%

５級

12.7%
５級

16.3%

６級

15.3%

６級

14.4%

６級

13.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２３年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円
（２２年度支給割合） （２２年度支給割合） （２２年度支給割合）
期末手当　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分
）月分 ）月分 ）月分 ）月分 ）月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置　

　　　
（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。
〔参考〕勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他の加算措置 その他の加算措置     定年前早期退職特例措置　　
（退職時特別昇給）     (2～20％加算）

千円 千円

　　なお、退職手当の１人当たり平均支給額は、２１年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当
（２３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

7 ％ ％

6 ％ ％

5 ％ ％

国

1,689

１人当たり平均
支給額

59.28

33.50
23.50

47.50

埼　　玉　　県

１人当たり平均支給額（２２年度） ―

（0.65
2.601.352.60

上　　里　　町

30.5523.50

国

（1.45

・役職加算　　5～15％

支給対象職員数

上　　里　　町

毎年1月1日を基準に職員の勤務評定を実施し、その評定結果に基づいて定期昇給を実施している。

1.35

1,371
１人当たり平均支給額（２２年度）

（1.45 （0.65

支給対象地域

2.60

人事評価が未実施であり、また勤務実績の成績率を定めていない為、職員一律に支給した。なお、病気休暇・
欠勤等ある場合は勤務期間に応じた成績率にて支給している。

25,203

59.28

41.3433.50

1.35

・管理職加算15～25％

・役職加算　　5～20％

（1.45（0.65

30.55
41.34
59.28

２０年度

0

国の制度（支給率）

支給実績（22年度決算）

0 0全地域

22年4月までの経過措置

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

0

59.28

支給率

59.28
47.50

無

　（注）退職手当は「埼玉県市町村総合事務組合」の市町村職員退職手当条例により支給される。

59.28

0

１９年度

２１年度

無
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 (4) 特殊勤務手当（２３年４月１日現在）
千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

円
円

扶養親族１人目

同

円

同

　

　

117

131

15,866

国の制度と
（6) その他の手当

職員１人当たり平均支給年額（ 22 年 度決算）

国の制度

職員１人当たり平均支給年額（ 21 年 度決算）

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ）

支給職員１人当たり
平均支給年額

千円18,543

（22年度決算）
（22年度決算）

220,744

異なる内容

職員が感染症の発生又は

発生のおそれのある物件

の処理等に従事するとき

職員が行旅病人、死亡人

支給実績

処置に従事したとき支給

17,383

　

扶養親族2人目　　6,500

・配偶者なし　　11,000

・配偶者あり　　6,500

・23,000超55,000以下

借家(家賃）

扶養親族3人目以降6,500

特定加算(15歳～22歳）

　

・55,000超

住居手当

最高限度額　27,000

・23,000以下

家賃 - 12,000

（家賃 - 23,000)
×  １/2 + 11,000

扶養手当 配偶者　　　　　13,000

内容及び支給単価 との異同手　当　名

衛生担当職員

主な支給対象業務

8,067 91,660千円

・1人当り　　　　5,000

行旅病人、死亡人処置手当 福祉担当職員

手当の名称 主な支給対象職員

感染症防疫業務手当

       2　手当

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

支給実績（22年度決算）

手当の種類（手当数）

１件当たり 　2,000　円

　

1.6

左記職員に対する支給単価

2,000

支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ）

日額　　　　　　400　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）

6

支給
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・交通機関等利用者　円 円

・交通用具利用者 円

片道2km以上5ｋｍ未満

片道5km以上40ｋｍ未満

加算額・距離5ｋｍごとに 同

加算額距離・5ｋｍごとに

円

５　特別職の報酬等の状況（２３年４月１日現在）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円
（ 円 ）

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額ある。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

275,000

213,300

445,000

253,000 372,000

340,000

役職加算　　15　％

192,600

収 入 役

616,000

－ －

22,112

支給限度月額　　55,000

運賃等相当額 （６ヶ月定期代　）

2,000

2,400

311,000

―

　　給料月額×在職月数×0.35×1.15　　（14,876,400）　　　 任期毎

640,000

770,000

　　（２２年度支給割合）

議 員

　　給料月額×在職月数×0.21×1.15　　（7,418,880）　　 　 任期毎

役職加算　　15　％

通勤手当

副 町 長

給

料

町 長

管理職手当

※徒歩通勤者には、通勤
手当を支給しない。

課長職　　　　　10 ％

区 分

基本額・距離5ｋｍ4,100

基本額・距離40ｋｍ20900

片道40ｋｍ以上60ｋｍ未満

900

738,000

3.95

副 町 長

議 長

3.95
収 入 役

報

酬

副 議 長

議 長

教 育 長

市区町 村長

議 員

期
末
手
当

副 町 長

市区町 村長

5,724 千円 45,070

　　（２２年度支給割合）

千円 491,359

220,000

　　給料月額×在職月数×0.20×1.15　　（6,646,080）　　　　任期毎

備　　　　考

退
職
手
当

290,500

359,000

給 料 月 額 等

512,000

881,000
（参考）類似団体における最高／最低額

異
課長補佐職　　　 8 ％
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７　職員数の状況
（1)部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　 人
（類似団体の人口1万人当たり職員 人

人口1万人当たり職員数　　 人
（類似団体の人口1万人当たり職員 人

人口1万人当たり職員数　　 人
（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（２３年４月１日現在）

　

＜参考＞
41.1
64.79

事務の統廃合等による減　　△　6　人

82.45

0

△6

△6

0

△1

25

＜参考＞
49.20

業務増　　5　人

-

5

152

事務増による増員　　　　　　　　　　

132

職 員 数

平成23年

126

[  203 ］

-

[  203 ］ [　0 ］

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　門

普
通
会
計
部
門

計

一
般
行
政
部
門

消防部門

教育部門

28

20

-

28

180 △1 ＜参考＞
58.40

179

2828

151

132

平成22年
対前年
増減数

126

　　　　　　　　区
分

　部　　門

主 な 増 減 理 由

小　計

小　計

合　　計

0

5

10

15

20

25

30

構成比

５年前の構成

比

%
（例）

8



(3)職員数の推移
（単位：人・％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
      ２　合併した市町村にあっては、合併前の年については合併全の旧団体の合計職員数。

７　公営企業職員の状況

　(1)　上里町水道事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２３年３月３１日現在の人数である。

人
～

人

める職員給与費比率

55歳

21年

28

22年 23年

給　 料

％

千円

千円　

6,36112,586

24

22年度 人

50,885

千円

職員数
　　　　　　

489,830

17811 048

計

7

～

人 人人

60歳48歳

59歳

52歳

43歳

40歳

～～

36歳

以上

56歳

47歳

44歳

～

51歳

143 135

人

149

25

134

27歳 35歳

～

人

39歳

人 人人

　　　　給与費 　　
一人当たり

　　計　　Ｂ

～ ～

24歳 28歳 32歳

人

19

10.39 10.29

％
　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　千円

（参考）類似団体平均
一人当たり給与費期末・勤勉手当職員手当

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

42,706

区　　分

10 13

31歳

～

1428

28

180

28

179

24 21

182

155

187

　　　　千円 千円　22年度

21年度の総費用に占

総費用に占める

職員給与費比率
Ｂ　

　質収支
Ａ  

総費用 純損益又は実

区　分

未満

～

20歳

区　　分

人

1
職員数

2

人

20歳

23歳

千円千円千円

6,44334,980 3,319

計

普通会計計

50,8858

　　　　　　　区
分
部　　門

25

18年 19年 20年

192197

一般行政 126

教　育

消　防

公営企業 27

159174

23

25

168

5
△23

132

20 25

△23

152 151

△18 （△9.1％）

過去５年間の
増減数（率）

（△15.4％）

0 （　　　％）

（　　　％）

（△15.4％）

（121.7％）
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イ　 特記事項

1、　日当手当は、平成１７年度より凍結している。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（22年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　
（２２年度支給割合） （２２年度支給割合）
　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分
（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置5～15％ 職制上の段階、職務の級等による加算措置5～15％

千円　

（２２年度支給割合）

　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　-

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他の加算措置 その他の加算措置
退職時特別昇給 無 退職時特別昇給 無

- 千円 - 千円 １人当たり平均支給額　　 千円 千円

上里町平均

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給

59.28

2.60

1,511

2.60
0.651.45
1.35

無

１人当たり平均支給額　　

無

25,203

30.55

上里町水道企業

30.55

1.35

59.28

0.651.45
1.35

1.45

上里町　（一般行政職）

535,892362,100

351,500

平均月収額

上里町水道企業

59.28

33.50 41.34
59.2847.50

33.50 41.34
47.50 59.28

59.28

類似団体平均

１人当たり平均支給額（２２年度）

0.65

１人当たり平均支給額（２２年度）

472,245321,500

上里町　（一般行政職）

23.5023.50

43.0

2.60

類似団体平
均

１人当たり平均支給額（２２年度）

事 業 者

45.6

508,200上 里 町 水 道 47.1
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（支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、20年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（23年4月1日現在）
千円
   円

％ 人 ％
19年度 ％ 人 ％
20年度 ％ 人 ％
21年度 ％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（23年4月1日現在）
千円
　円
　％

オ　時間外勤務手当
千円
千円
千円
千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（23年4月1日現在）

円
円
円
円

主な支給対象職員

0
職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）
支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

類似団体平均

23.50

１人当たり平均支給額　　　　

59.28

47.50

0

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給実績（22年度決算）

手当の種類（手当数）
手当の名称

　　　　　　なし

14,981

41.34

30.55

59.28

－

20年度　　　　　　　6

0
0

0.0

一般行政職の制度（支給率）

8

支給対象職員数
全地域 0

8 21年度　　　　　　　5

19年度　　　　　　　7

33.50

0

支給実績（22年度決算）

支給対象地域

59.28

(22年4月ま
での経過措
置）

7
6
5

平均支給年額
一般行政
職の制度
との異同

一般行政
職の制度
と異なる
内容 （22年度決算）

支給職員１人当たり支給実績

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ）
125

４（６）を参照
千円４（６）を参照 同 899

管理職手当 ４（６）を参照 同
通勤手当 ４（６）を参照 同

手　当　名 内容及び支給単価

住居手当 同

738

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）
支給率

8

（22年度決算）

千円

職員１人当たり平均支給年額 （21年度決算） 147

支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ） 625
職 員１人当たり平均支給年額（ 22 年 度決算）

128,428扶養手当

千円 466,666

227

1,400
231 千円 33,000

37,873
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